

























































































































































































































































































































































　　1） 原著論文は、図表を含めて12,000字～ 20,000字（400字原稿用紙30枚～ 50枚）とする。
なお、外国語原稿（アルファベットなど）の場合は、図表を含めて１ページにつき65 
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インターネット掲載ページの場合は、そのページのタイトル、URL、および最終確認日を
明記する。
（例）United Nations (2010) Human Development Report 2010,
　http://hdr.undp.org/en/reports/global/hdr2010/（2010年４月７日）
８．引用方法
本文または注においてほかの文献の記述を引用する、または参照する場合は、その出典の
記載は原則として以下の通りとする。
［尾崎（1999），p.124］　；　［Kendall（2003），p.26］
ただし、前後関係から判断して［　］を必要としない場合は省いてよい。
（例　注において）　（5）尾崎　新（1999）p.124。
（例　本文において）　……と思われる。ところで、Kendall（2003）によれば、……。
９．図・表
図・表は図１、表１のように記入し、原稿に挿入するべき場所を指定し、また別の用紙に
図・表を添付すること。
図・表を他の著作物から転載する場合には、出典を図・表の下に明示すること。
なお複雑な図表や写真が多い場合、紀要委員会の審議により、執筆者が実費を負担するこ
とがある。
10．英文要約
原著論文には英文またはその他の外国語のタイトル、および要約（原則として、英文200
語以内）を添付すること。
11．キーワード
原著論文には、英文要約の下に、内容を表す英語のkey wordを３～５個程度付けること。
12．投稿の申し込み
執筆者は、所定の申込用紙に執筆者名、題目、原稿予定枚数、図表数、希望抜刷数等を記
入し、所定の期日までに紀要編集担当委員会へ提出すること。
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13．原稿の提出方法
原稿は紙媒体のものとデジタルの両方を、紀要編集事務局へ提出すること。
デジタルデータは、原則として電子メールに添付する方法で提出する。
14．著作権の帰属
本紀要に掲載された論文、抄録の著作権は〈立教大学コミュニティ福祉学部〉に帰属する。
ただし、著者が著者自身の研究・教育活動に使用する際は、許可なく使用することができる
ものとする。
15．オンライン公開
掲載原稿については、PDF化してリポジトリに登録し、全文をオンライン上に公開する。
本要綱は、1998年7月10日、立教大学コミュニティ福祉学部研究紀要委員会によって作成され
た。
2009年９月30日、立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。
2010年11月10日、立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。
2011年５月11日、立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。
2011年10月26日、立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。
2012年６月13日、立教大学コミュニティ福祉学部教授会の審議を経て、一部を改訂した。
